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〈論文要旨〉
　AI（人工知能）の急速な発展が今後の経済社会にどのような影響を及ぼすか、特に資本主義社
会への影響とポスト資本主義社会への展望について考察した。資本主義社会は本来的に資産家
と労働者との所得格差を拡大する仕組み（ピケティの r ＞ g）をもっているが、先進諸国では、す
でに利子率と経済成長率がゼロ水準となり、利潤率も 2％以下に低下しつつある。さらに AI が
人間の知能を凌駕する「シンギュラリティ」までに、労働力人口の 5 割から最大 9 割が AI と労
働代替すると予測され、資本主義社会はすでに末期状態にある。ポスト資本主義社会は「20 世
紀の社会主義社会」とは異なる「理想の社会主義社会」である。基本的人権が保障され、ベーシッ
クインカムが所得原則となり、AI による最適な計画経済が実現される経済成長率ゼロの「定常
世界」である。AI は資本主義の終焉と真正社会主義社会を実現する物質的・技術的基盤である。
AI（artificial intelligence） and Post-Capitalism
Toshiyuki YOSHINO
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〈Abstract〉
　This paper is to study the impact of rapid development of AI（artificial intelligence） to the 
economy. Already interest rate and economic growth rate becomes 0%, rate of profit also has 
fallen to less than 2%. And moreover by labor alternative by AI, the majority of the working 
population will be unemployed. Capitalist economy is already in the end state. Post-Capitalism 
is different from “Socialism of 20th century”, is “Socialism of the ideal” in which the guarantee of 
human rights, and the practice of the basic income and the planned economy by AI, and the 
stationary state of the economic growth, will be carried out. AI is a technical foundation for 
the end of capitalism, and the realization of socialism.
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AI（人工知能）とポスト資本主義
吉 野 敏 行
はじめに
　AI（人工知能）は指数関数的な勢いでその能力を急速に発展させている。1997 年に IBM
が開発した「ディープ・ブルー」がチェスの世界チャンピオンに勝ち、2012 年には、富士
通研究所の「ボンクラーズ」が将棋の永世棋聖を破った。その後「少なくとも 10 年はかか
るだろう」と考えられていた囲碁においても、2016 年 3 月、グーグル社が開発した「アルファ
碁」が世界トップ棋士、イ・セドル氏を破って世界に衝撃を与えたことは記憶に新しい。
AI の活躍はゲームだけではない。ロボット、IoT、ビッグデータ分析、3D プリンターなど
の革新的な IT 技術と結合して産業界に急速に浸透しつつあり、経営・雇用・経済成長・人々
のライフスタイルなどに重大な影響を及ぼしつつある。本稿は、AI の急速な発展が今後の
経済社会にどのような影響を及ぼすか、特に資本主義経済体制への影響とポスト資本主義社
会への展望について考察する。
1．AI（人工知能）の指数関数的発展
1 － 1　ディープラーニングの衝撃
　AI（Artificial Intelligence：人工知能）とは、人工的につくられた人間に類似した知能をもっ
たコンピュータ、ないしはそのソフトウェアをいう。現在は、1960 年代、80 年代に続く第
3 次 AI ブームといわれているが、このブームを牽引しているのが「ディープラーニング（深
層学習）」と呼ばれる画像認識のために開発された機械学習のソフトウェアである。グーグ
ル社の「アルファ碁」に使われていたソフトウェアがディープラーニングであったことから、
一躍、世界の注目するところとなった。
　従来の AI の画像認識は、多様な画像データの中から目的の画像を識別するのに、人間が
目的画像の特徴（パターン）を数値化し、それをコンピュータに設定する必要があった。画像
が複雑な事象であるほど、設定すべき特徴量 1）は膨大となり、それが機械学習の発展にとっ
て大きな障害であった。例えば、人間の場合は幼児期の終わりにはネコの画像を他の動物画
像から識別できるようになる。これと同じ能力をコンピュータに持たせるためには、ネコに
関する特徴を人間が数値化してコンピュータに覚え込ませるのであるが、同じネコ科にもい
ろいろな種類があり、さまざまな色模様や姿勢・角度の違う画像もあり、さらに姿態がよく
似ているライオンやトラとの違いを識別させようとすると、その設定すべき特徴量は膨大な
ものとなる。これに対して開発されたディープラーニングはコンピュータ自身が目的画像の
特徴量を割り出して「概念」を形成し、それによって多様な画像データから目的画像を識別
できる能力を持つようになる。したがって、ビッグデータなどからさまざまな種類のネコ画
像を取り出して、できるだけ大量に読み込ませることによって、より精度の高い識別能力を
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獲得することができるようになる。世界トップ棋士を破った「アルファ碁」では、過去のプ
ロの対戦棋譜 3000 万手を学習させ、そのうえでアルファ碁同士の対戦を数百万回繰り返し、
その勝敗経験を通じて碁石の全体配置から最適手を選ぶ、人間の「直感」に近い判断力を修
得させたという。
　このディープラーニングは、人間の脳の神経回路をモデル化した「ニューラルネットワー
ク」のアルゴリズムを多層構造化した新しい機械学習の方法である。大量の画像データから
人間の助力なしでコンピュータがその特徴量を把握する仕組みについては本稿の目的を越え
るので AI 技術の専門書に譲ることとし、ここで指摘しておきたい重要な点は、開発された
ディープラーニングが、その学習原理を応用することによって、画像認識だけでなく、音声・
触覚・匂い・言語理解、さらにロボットや自動車等に搭載されて、行動と結果からの推論や
制御、プランニングなどこれまで人間にしかできないとされてきたかなり高度な知能を獲得
できる道を切り開いたということである。日本を代表する人工知能学者の松尾 豊（2015）は、
ディープラーニングの開発を「人工知能研究における 50 年来のブレークスルー」2）と呼んで
いる。
　ところで、ディープラーニングをアルゴリズムとしていない AI も含め、現在、実用化し
ている AI はすべて「専用人工知能」である。ゲームソフト、掃除ロボット、医療診断など
特定目的に特化した知能であって、人間の脳のように汎用性をもった人工知能はまだ開発さ
れていない。専用人工知能はその特定分野において、すでに人間の知能を凌駕しているが、
分野が変われば役立たないのが実状である。しかも専用人工知能はそれを開発した企業が特
許等によって独占しており、そのような状態が続くかぎり、技術的にも費用的にも「汎用人
工知能」の開発は容易ではない。しかし、今後、AI ネットワークが形成され、個々の専用
人工知能が獲得した特徴量や知識などがビッグデータの一部として蓄積され、共有され、
AI の基本的アルゴリズムが標準化されるようになれば、クラウドなどを通じて、あらゆる
場面において対応できる汎用人工知能が実現する可能性がある。
1 － 2　AI・ロボットに代替可能な職業と労働力人口の減少
　AI やそれを搭載したロボット（スマートロボット）が人間の労働を代替し、大量の失業者
を生み出すのではないかと懸念されている。表 1 － 1 は、601 種類の職業 3）を対象に、野村
総合研究所が、2015 年、英オックスフォード大学のマイケル A. オズボーン准教授等との共
同研究により、AI・ロボットとの技術的な代替確率が 66％以上の職業を抽出したものの中
から代表的な 100 種を掲げたものである。これらの職業に共通する特徴は、「必ずしも特別
の知識・スキルが求められない職業」「データの分析や秩序的・体系的操作が求められる職業」
であるとしている。つまり、高度な知識や技能を必要としない職種や、定型的・規則的な作
業が求められる職種が AI・ロボットに代替されやすいということである。これに対して代
替確率が低い職業の特徴は、「抽象的な概念を整理・創出するための知識が要求される職業、
他者との協調や他者の理解、説得、ネゴシエーション、サービス志向性が求められる職業」
であるとしている。同研究所は、この分析から今後 10 ～ 20 年後に、日本の労働力人口の約
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49％が就いている職業が AI・ロボットに代替される可能があると推定している 4）。つまり、
労働力人口の約 49％が AI・ロボットに代替されて職を失う可能性があるというのである。
この代替可能性が高い職業の労働力人口比率は、オズボーン准教授等の研究によれば米国が
47％、英国が 35％で、日本の代替労働力人口比率が最も高い。生産現場の労働力人口が多
い中国やタイなどの開発途上国ではさらに高い比率であろう。
　ところで、東京大学医科学研究所が、2016 年 8 月 4 日、同研究所の AI「ワトソン」が、
専門医でも発見できなかった特異な白血病の病名を 10 分ほどで見抜き、患者の生命を救っ
たと発表した。ワトソンは IBM が開発した自然言語を理解する質問応答・意思決定支援シ
ステムの AI で、2011 年に米国のクイズ番組で人間の歴代チャンピオンに勝ったことで一躍
有名になった。同研究所のワトソンは、2000 万件以上の癌に関する論文を学習しており、
今回の発表は AI が診断を下し、医師に正しい治療を教えて患者の命を救った国内初の事例
としている。同研究所の宮野悟教授は「医師がすべての医療情報を把握するには限界がある。
IC 生産オペレーター ゴム製品成形工（タイヤ成形を除く）電気通信技術者
一般事務員 こん包工 電算写植オペレーター
鋳物工 サッシ工 電子計算機保守員（ＩＴ保守員）
医療事務員 産業廃棄物収集運搬作業員 電子部品製造工
受付係 紙器製造工 電車運転士
ＡＶ・通信機器組立・修理工 自動車組立工 道路パトロール隊員
駅務員 自動車塗装工 日用品修理ショップ店員
ＮＣ研削盤工 出荷・発送係員 バイク便配達員
ＮＣ旋盤工 じんかい収集作業員 発電員
会計監査係員 人事係事務員 非破壊検査員
加工紙製造工 新聞配達員 ビル施設管理技術者
貸付係事務員 診療情報管理士 ビル清掃員
学校事務員 水産ねり製品製造工 物品購買事務員
カメラ組立工 スーパー店員 プラスチック製品成形工
機械木工 生産現場事務員 プロセス製版オペレーター
寄宿舎・寮・マンション管理人 製パン工 ボイラーオペレーター
CAD オペレーター 製粉工 貿易事務員
給食調理人 製本作業員 包装作業員
教育・研修事務員 清涼飲料ルートセールス員 保管・管理係員
行政事務員（国） 石油精製オペレーター 保険事務員
行政事務員（県市町村） セメント生産オペレーター ホテル客室係
銀行窓口係 繊維製品検査工 マシニングセンター・オペレーター
金属加工・金属製品検査工 倉庫作業員 ミシン縫製工
金属研磨工 惣菜製造工 めっき工
金属材料製造検査工 測量士 めん類製造工
金属熱処理工 宝くじ販売人 郵便外務員
金属プレス工 タクシー運転者 郵便事務員
クリーニング取次店員 宅配便配達員 有料道路料金収受員
計器組立工 鍛造工 レジ係
警備員 駐車場管理人 列車清掃員
経理事務員 通関士 レンタカー営業所員
検収・検品係員 通信販売受付事務員 路線バス運転者
検針員 積卸作業員
建設作業員 データ入力係
表 1 － 1　人工知能やロボット等による代替可能性が高い 100 種の職業（50 音順）
出所：野村総合研究所
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人工知能の活用は医療の世界を変える可能性を持っている」と述べている 5）。このワトソン
の医療診断の一例は、相当に専門性の高い知識と経験を必要とする職業でさえも代替可能性
があることを示唆しており、AI・ロボットのさらなる技術的進化に伴って代替労働力人口
比率は一層高まることは確実である。
　AI・ロボットに代替される可能性のある日本の労働力人口は具体的にはどれほどの規模
であろうか。2016 年 1 月現在の労働力人口は約 6669 万人（総務省統計局）、2030 年の予測労
働力人口は 6180 万人（厚生労働省）であるから、代替労働力人口比率を 49％とすると、代替
可能な労働力人口は 3028 万人から 3268 万人と、約 3000 万人のオーダーとなる。もちろん、
これは技術的な代替可能性であって、実際にこれらの職業が AI・ロボットに代替されるか
どうかは、今後の経済社会の状況によって影響を受けるだろう。
　この点について、経済産業省の『新産業構造ビジョン（中間整理）』6）は、人工知能（AI）、
ロボット、IoT、ビッグデータ等を基盤技術とする技術革新を「第 4 次産業革命」と呼び、
この「第 4 次産業革命」に対応できず、低成長で推移する「現状放置シナリオ」と、これに
対応して成長産業へ人材・資源等を円滑に移動する「変革シナリオ」の二つのケースを想定
し、2030 年度までの産業構造・就業構造を試算している。それによれば、「現状放置シナリオ」
では、2015 年度から 2030 年度までの実質 GDP 成長率（年率）は＋0.8％、名目 GDP 成長率（年
率）は＋1.4％、賃金上昇率（年率）は＋2.2％で、2030 年度の名目 GDP は 624 兆円である。こ
れに対して「変革シナリオ」では、それぞれ＋2.0％、＋3.5％、＋3.7％、846 兆円であると
試算している。そのうえで 2015 年度に対する 2030 年度の就業構造の変化については、表 1
－ 2 に示すとおり「現状放置シナリオ」では就業者数は全体として 735 万人減、「変革シナ
リオ」では 161 万人減と推定している。いずれのシナリオにおいても製造・調達部門や経理・
人事等のバックオフィス部門の減少が大きい。
　経済産業省の推計値は、私には政府の希望的観測が相当に反映していると思われるが、そ
れでも「現状放置シナリオ」で労働力人口の減少数が 735 万人というのは尋常ではない。し
かもこれは 15 年後の 2030 年度までの推計値である。AI・ロボットの能力は指数関数的に
表 1 － 2　2015 年度に対する 2030 年度の就業構造の変化
出所：経済産業省『新産業構造ビジョン（中間整理）』
職業 内容等 現状放置シナリオ 変革シナリオ
上部工程 経営戦略担当・研究開発者等 － 136 万人 ＋ 96 万人
製造・調達 製造ライン工員・調達管理部門等 － 262 万人 － 297 万人
営業販売① 高度なコンサルティング機能等 － 62 万人 ＋ 114 万人
営業販売② 低額・定型型の販売員等 － 62 万人 － 68 万人
サービス① 高度な接客、介護者等 － 6 万人 ＋ 179 万人
サービス② 一般の店員、コールセンター等 ＋ 23 万人 － 51 万人
IT 業務 IoT 導入支援、IT セキュリティ担当等 － 3 万人 ＋ 45 万人
バックオフィス 経理・人事・データ入力担当等 － 145 万人 － 143 万人
その他 建設作業員等 － 82 万人 － 37 万人
合計 － 735 万人 － 161 万人
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発展しており、さらに 15 年後の 2045 年度までには、あらゆる職業・職種で AI・ロボット
よる労働代替が急速に進み、労働力人口の劇的な減少が起こる可能性がきわめて高い。井上
智洋（2016）は、汎用 AI が開発される 2030 年以後、2045 年頃までには、高度なクリエイティ
ブ系・マネジメント系・ホスピタリティ系の職業に従事できる人々しか職につくことができ
ない。それは労働力人口の 1 割程度であり、言い換えると 9 割程度の人々が職を失う可能性
があると推測している 7）。
1 － 3　シンギュラリティ
　AI を論じるうえで避けて通れない問題が「シンギュラリティ」である。シンギュラリティ
（Singularity：技術的特異点）とは、AI が人間の知能をあらゆる点で凌駕する時点をいう。
発案者の一人であるレイ・カーツワイル（2005）は、テクノロジーの指数関数的成長の観測か
ら、シンギュラリティは 2045 年に到来すると言明している8）。その後の世界は AI の自己成
長に人間の頭脳は追いつくことができなくなり、AI によるテクノロジー開発は人間には予
測のつかない、制御できないものとなる。
　このシンギュラリティをめぐっては様々な議論があるが、その一つは、AI は人間のよう
な「意識」「心」「自我」を持つことができるかという問題である。肯定派を「強い AI」、否
定派を「弱い AI」と呼ぶ。「強い AI」はさらに AI の「意識」は人間の工学的な開発によっ
てしか実現できないとする考え方と、AI が自ら覚醒するという考え方に分かれる。現時点
では科学的に証明できず、肯・否とも研究者たちの信念の表明以上のものではない。さらに
シンギュラリティ以後の世界をめぐって悲観派と楽観派が存在する。悲観派の代表的見解は、
AI の暴走などで人類が滅亡するというもので、例えば、英国宇宙物理学者のスティーブン・
ホーキング博士は、2014 年、英国放送協会（BBC）の取材に対して、「AI を完全に開発したら、
それは人類の終焉を意味する」9）と警鐘を鳴らしている。楽観派の代表の一人はレイ・カー
ツワイルで、人間の脳と AI が接続され、置き換えられて人間自らがサイボーグへと「進化」
するとしている10）。SF の世界のようだが、シンギュラリティ以後の AI を人類が制御する
には、自ら AI と融合せざるを得ないという考えはそれなりの合理性を持っている。遺伝子
工学や脳神経科学、ナノテクノロジー等のめざましい発展からその技術的可能性は否定でき
ない。
　いずれにしても AI の指数関数的な成長から、AI がシンギュラリティに到達することは
避けられない。その時、資本主義社会はどうなるのであろうか。それは資本主義社会の再生
の契機になるのか、それとも資本主義社会の終焉とポスト資本主義社会への移行を促進する
ことになるのであろうか。
2．終末の資本主義
2 － 1　中産階級の没落と所得格差の拡大
　トマ・ピケティ（2013）の『21 世紀の資本』11）は、富の分配と貧富の格差を扱った近年の名
著として知られている。過去 3 世紀の経済データの分析から、資本収益率（r）が平均して年
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4 ～ 5% であるのに対して、経済成長率（g）は 1％～ 1.5％であることから、資本 12）によって
得られる富の方が、労働によって得られる富 13）よりも速く蓄積し、しかも資産家は相続によっ
て富を継承することから、資産家と労働者との所得格差は拡大する傾向にあることを明らか
にした。ピケティはこの r ＞ g を「格差拡大の根本的な力」であり、「資本主義の根本的な
構造矛盾」であって、「私の結論全体の論理を総括している不等式」14）と呼んでいる。
　ただし、ピケティによれば 1914 ～ 45 年は 2 つの世界大戦等による資本収益率の低下によっ
て、1945 ～ 70 年は高度経済成長によって一時的に r ≦ g に逆転した状況が生まれ、相対的
に所得格差が縮小して中産階級が広く形成された。しかし、1970 年代後半から低経済成長
期に入って r ＞ g の状況に戻り、再び格差が拡大している。現在は中産階級が没落しつつあ
り、富裕層が相続によって富を蓄積する「世襲制資本主義」へ回帰しつつある、という。21
世紀の経済成長率（g）の見通しは低く、r ＞ g が継続するであろうから、有効な対策を講じ
なければ、富の不均衡はさらに拡大し続ける。この不均衡を緩和するために、ピケティは国
際協力のもとで所得税や財産税などに高率の累進税を導入して富を再分配することを提案し
ている。
　ILO 報告 15）によれば、近年、労働分配率は低下し続けており、先進諸国平均で 1976 年の
74％から 2010 年には 63％まで低下した。とりわけ日本では労働市場の規制緩和等によって
非正規雇用労働者比率が 37.5％（2015 年）に達し、1978 年に 80％あった労働分配率は 2010
年には 64％まで急減した。
　以上のとおり、先進諸国では、中産階級は急速に没落しつつあり、一部の富裕層と大多数
の労働者・無産者層との間でますます所得格差が広がりつつある。
2 － 2　ゼロ金利・ゼロ成長・ゼロインフレ
　水野和夫（2014）は「資本主義の死期が近づいている」16）と主張する。その理由は、先進諸
国の長期金利（10 年国債の利回り）が低下し、日本では 1997 年に、アメリカ・イギリス・ド
イツは 2008 年 9 月のリーマンショック以後、2.0％を下回る低金利時代に入ったことをあげ
ている。水野は「利子率の低下がそれほどまでに重大事件なのかと言えば、金利はすなわち、
資本利潤率とほぼ同じだと言えるからです。資本を投下し、利潤を得て資本を自己増殖させ
ることが資本主義の基本的な性格なのですから、利潤率が極端に低いということは、すでに
資本主義が資本主義として機能していないという兆候です。」17）、「利子率 = 利潤率が 2％を
下回れば、資本側が得るものはほぼゼロです。そうした超低金利が 10 年を超えて続くと、
既存の経済・社会システムはもはや維持できません。」18）と述べている。
　水野も可能性を予測していたが、長期金利はその後も低下し続け、日本では 2016 年 2 月
9 日に－0.035％と史上初めてマイナス金利となった。2016 年 8 月 17 日現在の長期金利（10
年国債の利回り）は、日本が－0.085％、ドイツが－0.032％、スイスが－0.488％、フランス
が 0.169％、イギリスが 0.565％、イタリアが 1.117％、米国が 1.580％と、いずれの国も史上
最低の金利を更新している 19）。
　長期金利がゼロ金利もしくはマイナス金利になるとはどういう事態であろうか。承知のと
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おり、国債は政府の借金証書であり、発行時に額面金額・利率（表面利率）・償還日（満期日）
が決められており、国債購入者の満期までの総取得金額はその元利合計額である。他方、国
債の購入価格（額面 100 円当たりの単価で表示される）は、市場の需給関係で決まり、国債の
需要が高まれば、額面金額を超えて高くなり、需要が下がれば安くなる。国債の最終利回り
は、｛表面利率（％）＋（100 円－購入価格）／償還期間（年）｝／購入価格× 100 で求められる。
例えば、10 年国債の購入価格が額面金額どおり 100 円で、表面利率（年率）が 1％であった場
合の満期日までの元利合計額は 110 円で、最終利回りは 1％である。この同じ国債の購入価
格が 110 円に上昇した場合の最終利回りは 0％である。さらに購入価格が 120 円に上昇した
場合には、最終利回りはおよそ－ 0.83％となり、国債購入者に損失が発生する。
　つまり、長期金利が低下し続ける直接の理由は、国債への需要が非常に高く、購入価格が
高騰しているということである。具体的には、先進諸国の中央銀行が政府と連携して金融緩
和策のために、金融機関の保有国債を大量に購入しているという背景がある。日銀の国債保
有割合は、2016 年 6 月現在、全体の 3 分の 1 を超えている。その目的とするメカニズムは、
①政府は公共投資等の財政政策のための財源を賄うために大量の国債を発行する。②国債の
一次引受け者は銀行・証券会社・生損保等の金融機関である。金融機関が購入した国債は、
通常は機関投資家や個人等が購入するが、金融緩和策では相当な額を中央銀行が購入して大
量の貨幣を金融機関に供給する。③このため金融機関は貸出金利を下げて、企業の設備投資
や個人の住宅購入などを促進する。④その結果、市中の貨幣流通量は増大して物価上昇（イ
ンフレ）が引き起こされ、この好循環によってデフレ状況から脱却するというシナリオであ
る。
　このようなプロセスによって先進諸国の長期金利は低下し続けているのであるが、マイナ
ス金利というのは、中央銀行や金融機関、機関投資家等が損失を出してでも国債を買い続け
ている異常な事態である。このことは、投資家たちにとって国債以上にリスクの低い有望な
投資案件が少なく、企業経営者にとって新たな設備投資の収益率がマイナスになる可能性が
高いと認識しているということであり、10 年先までの経済の期待成長率がゼロもしくはマ
イナスであることを市場が容認していることを意味している。
　これをもう少し分析してみると、長期国債の金利は、基本的に実質金利・期待インフレ率・
リスクプレミアムの合計である。リスクプレミアムとは、償還期限までに利子払いや元金の
払い戻しが滞る償還リスクのことであって、国家の信用度や経済状況などを反映している。
ギリシャ国債や開発途上国の国債が高金利であるのはリスクプレミアムが高いからであり、
高金利でなければ買い手がつかないということである。ドイツや日本などの先進諸国では現
在のところリスクプレミアムは低いと評価されている。むしろ、中国経済の悪化・原油安・
欧州金融危機・米国景気の減退・イギリスの EU 離脱など、次から次へと出てくるリスク要
因による世界経済への不安から、ゼロ金利もしくはマイナス金利であっても元本償還に安定
性のある先進諸国の国債への購入意欲が高く、これが国債金利を低下させる大きな要因の一
つとなっている。したがって、先進諸国の国債におけるリスクプレミアムはむしろマイナス％
で評価されていると考えられる。
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　期待インフレ率とは 10 年先までの見込みインフレ率である。例えば、表面金利が 1％で
期待インフレ率が 1％であるならば、国債金利を引き上げないと利息収入は物価上昇によっ
て相殺され、実質収益はゼロになってしまう。先進諸国の中央銀行は期待インフレ率を引き
上げるためにさまざまな金融緩和策を行っているが効果が上がらず、むしろ市場の期待イン
フレ率はゼロ％もしくはマイナス％で評価されていると考えられる。
　実質金利は、名目金利（利回り）から期待インフレ率とリスクプレミアムを差し引いた金利
である。投資家は資本収益率ができるだけ高い案件に投資するのであるから、投資家による
長期国債の購入量は、その実質金利が（限界）資本収益率を上回るかぎり買い続ける。このこ
とから長期国債の実質金利は長期的には資本収益率と一致する。ピケティは過去 3 世紀の平
均資本収益率を 4 ～ 5% と算定したが、日本企業の現在の資本収益率（総資本経常利益率）は
平均 2 ～ 3％と推定されている。仮に、長期国債の実質金利＝資本収益率を 2.5％とし、
2016 年 8 月 17 日現在の 10 年国債の名目金利－ 0.085％からこの実質金利 2.5％を引くと、
期待インフレ率とリスクプレミアムの合計額は－2.585％となる。このことから長期国債の
名目金利に占める期待インフレ率とリスクプレミアムのマイナス評価の割合は高く、それだ
け世界経済の将来見通しが悪化していることを示している。
2 － 3　グローバリゼーションとバブル崩壊
　第二次世界大戦後、先進諸国は安価な資源と低賃金、教育水準の高い豊富な労働力人口、
高い貯蓄性向と設備投資などの要因を背景に高い経済成長を続けてきた。とりわけ原油につ
いては 1 バレル 2 ～ 3 ドルの低価格で湯水のごとく使ってきた。しかし、1970 年代の石油
危機によって 1 バレル 35 ドル前後まで急騰し、さらに賃金と労働分配率が上昇したうえ、
労働力人口の停滞等も重なって先進諸国の高度経済成長は終焉した。この間に労働者の所得
は増加し、大型家電製品など耐久消費財も普及した。高度経済成長期は、ピケティにとって
は資本収益率（r）よりも経済成長率（g）の方が高い（r ≦ g）特異な時期であり、水野が「20 世
紀の『労働者の黄金時代』」20）と呼んだ絶頂期であり、日本の内閣府の『国民生活に関する世
論調査』において 9 割の人々が自らの生活程度を「中流」とする「1 億総中流」意識が生ま
れた時期であった。現在でも先進諸国の政府・企業は高度経済成長の再来を期待しているが、
二度と再現することはない。つまり、高い資源価格、高い賃金、労働力人口の減少、耐久消
費財の普及、厳しい環境規制などによって高度経済成長の条件を失ったからである。言い換
えると、先進諸国における実物経済の資本収益率はもはや低水準状態から脱することはでき
ないのである。
　国内経済の収益率が低下する一方、企業の資金残高は高水準で、いわゆる空前の「金余り」
状況となったことから、1980 ～ 90 年代にアメリカを中心に先進諸国は、市場のさまざまな
規制を撤廃する「新自由主義」を掲げ、「資本の自由化」と「金融ビックバン」を実現して
経済のグローバリゼーションを推進した。インターネットの普及と相まって、24 時間世界
中至る所で金融取引が可能な状態をつくり、金融取引を加速するとともに、資本が自由に国
境を越えて移動・投資できるような状態をつくりだした。これを水野は「『地理的・物的空
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間（実物投資空間）』での利潤低下に直面し、…『電子・金融空間』という新たな空間をつく
り、利潤を再び極大化させようとした。」21）と分析している。
　こうして「金余り」の莫大な資金は、第一に、開発途上国へ移動し、2000 年以後、中国
をはじめ多くの開発途上国を高度経済成長へ導いた。ただし、開発途上国の経済成長は多く
の場合、一部の富裕層に富が集中し、中間層の形成は未熟で、貧富の格差はむしろ拡大する
のだが、中国では貧富の格差が広がりつつも、高い経済成長率によって中産階級が広く形成
された。第二に、「金余り」の莫大な資金は、国際金融市場に流れて株価を高騰させ、金融
資産家たちにさらなる富をもたらし、アメリカにおいてさえも所得格差が広がるようになっ
た。
　金融市場への過度な資金集中は必然的にバブル経済の発生とその崩壊を繰り返すようにな
る。IT バブルとその崩壊、そして世界経済を揺るがしたリーマンショックは、途上国経済
も含め世界経済を一挙に不況のどん底に陥れた。この時、中国は大規模な公共投資・設備投
資を行って国内不況を緩和する一方、世界経済の下支えと景気回復を牽引してきたが、この
時の大規模投資によって膨大な過剰設備と「ゾンビ企業」を抱え込むことになった。中国の
高度経済成長は終焉し、経済成長の鈍化によって、形成された中産階級は早くも没落しつつ
ある。いずれ訪れるであろう中国バブルの崩壊は、世界経済に計り知れない危機をもたらし、
金融資産に支えられた世界の富裕層さえもその多くは没落を免れない。
　なお、先進諸国の経済グローバリゼーションは、欧米の人権思想と民主主義を国際社会に
普及させることを政治的大義としてきたが、国際競争力に劣る諸産業の衰退と深刻な貧富の
格差を国内外に生み出したことから、その反動として、ポピュリズムを利用した反グローバ
リゼーションとナショナリズム、排外主義と人種差別など従来の人権思想と民主主義を破壊
しかねない政治勢力の台頭をもたらしつつある。
2 － 4　AI（人工知能）の普及とベーシックインカム
　AI・ロボットの普及は、全要素生産性（技術進歩率）を飛躍的に高めて、労働生産性や経
済成長率を再び伸長させる可能性がある。しかし、それは労働投入量の減少、言い換えれば、
大量の失業者・半失業者・非正規雇用労働者の増加と引き換えに実現されるものであり、し
かも供給した製品やサービスが市場で実際に「売れる」ことが前提である。むしろ労働者所
得の減少、失業者の大量発生は総需要の劇的な縮小をもたらし、デフレーションとマイナス
成長を長期化させ、所得格差をさらに拡大させる可能性の方が高い。
　AI・ロボットの普及によって国民の圧倒的多数が職を失い、社会全体が貧窮してしまっ
たらどうしたらよいのだろうか。その解決策として近年、注目されている政策アイデアが
「ベーシックインカム（Basic Income）、BI」である。BI とは最低所得保障の一種で、政府が
すべての国民一人一人に対して最低限の生活を保障するのに必要な金額を現金で無条件に定
期的に支給するというものである。いろいろなバリエーションがあるが、BI の支給にとも
なって、年金・雇用保険・生活保護・失業保険・医療扶助・子育て養育給付など従来の個別
的な社会保障制度を廃止し、BI に統合させるというのが一般的な考え方である。これによっ
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て貧困を未然に防止する効果があるだけでなく、行政効率の向上、行政担当者の恣意的運用
の解消、少子化対策（子供の数に比例して支給額が増加するため）、景気対策などが期待され
ている。
　BI の最初の提唱者はイギリスの哲学者トマス・ペインとされ、1797 年に、一律 15 ポン
ドをすべての国民に支給すべきと提案した。それ以来、生活保障のプログラムの一つとして
欧米ではたびたび議論の俎上にあがっていたが、近年、労働者の実質賃金が低下し続けてい
る社会不安から再び関心が高まっている。実際、スイスでは BI の導入について 2016 年 6 月
5 日に国民投票が行われ、フィンランド、オランダ、カナダでは社会実験が 2017 年に予定
されている。スイスにおける推進派の提案は、大人に対して毎月 2500 スイスフラン（日本円
で 27 万 5000 円）、子どもに対しては 625 スイスフラン（大人の 4 分の 1）を支給するという
ものである。結局のところ、国民投票は反対多数（約 78％）で否決されたが、そのときの反
対派の主張は、①政府は財源不足、②経済界は勤労意欲の低下、③労働組合は想定支給額で
は収入が減る年金受給者がいるなどであった 22）。
　BI の導入にとって最大の課題は支給額水準と財源問題であろう。支給額水準が高いと財
源問題の壁にぶつかり、従来の社会保障額と同等もしくは低いと国民の支持は得られない。
BI の財源候補としては所得税・相続税・消費税・法人税などの税源と、従来の社会保障費（年
金・生活保護・雇用保険・児童手当など）の BI への振り替えと、行政効率化による人件費
等の削減余剰金などである。井上智洋（2016）は BI の財源を所得税として実施した場合の
所得水準の違いによる年収の損益を試算している。単一税率の場合、所得水準が中位の 1 人
世帯は税負担額と BI が同額で年収損益はゼロであるが、同じ中位の所得水準でも世帯人数
が多いほど税負担額より BI の収入額の方が大きく年収は増える。つまり、所得水準が高い
ほど従来より年収額は減り、低いほど、世帯人数が多いほど年収額は増える 23）。要するに、
所得税を利用した BI は富裕層から低所得層への単純な所得再分配の方策であると言えよう。
　ただし、井上の試算には、国民の所得別構成人数が考慮されていない。AI・ロボットの
普及によって、国民の圧倒的多数が低所得層になって所得の二極分化が進んでしまった場合
には、少数の富裕層に相当高い累進税率をかけないと低所得層へ分配する BI の財源が確保
できない。この場合、富裕層の政治的抵抗は必至であろう。
　なお、AI・ロボットによる労働の代替と BI の導入による所得保障は、｢仕事を奪われる｣
のか、｢仕事から解放される｣ のか、「人間は何のために働くのか」など、労働と所得をセッ
トで考えてきた従来の労働観を根底から揺さぶることになるだろう 24）。
3．ポスト資本主義の展望
3 － 1　20 世紀社会主義の失敗
　資本主義の死期が近づいているにもかかわらず、ポスト資本主義を語る者がいない。トマ・
ピケティは、現代の資本主義は中産階級を没落させ、資産家と労働者との所得格差を拡大さ
せていると主張するが資本主義を否定はしていない。水野和夫も「資本主義の死期が近づい
ている」と主張するが、「資本主義の先にあるシステムを明確に描く力は今の私にはありま
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せん。」25）とポスト資本主義の姿を描こうとしない。井上智洋も汎用 AI の開発にともなって、
2045 年頃までには労働力人口の 1 割程度しか職につけなくなると主張するが、資本主義の
もとでの「ベーシックインカム」が最良と説く。
　かつて労働者階級・知識階層の間で圧倒的な支持を得ていた社会主義だが、20 世紀の社
会主義諸国の実態が明るみになるにつれ、幻滅と失望から憎悪へと変わり、先進諸国ではも
はやポスト資本主義として社会主義社会を語る者はほとんどいない。
　古典的な解釈としての社会主義社会は、①生産手段の公有化（国有化）、②政府による中央
統制型の計画経済、③労働に応じた公平な分配、④プロレタリアート独裁（Diktatur des 
Proletariats）を主要な要件としている。このうちプロレタリアート独裁とは、権力実体の階
級性を表現するものだが、パリ・コミューンなど 19 世紀西欧の政治状況を色濃く反映して
いる。当時のブルジョア社会は形式上、三権分立を実現していても、その権力実体は資本家
の利益を擁護する事実上の「ブルジョア独裁」であったことから、社会主義社会の権力実体
は労働者階級の利益に奉仕し、反革命に対抗するために、立法権と行政権を掌握したプロレ
タリアート独裁でなければならないという考え方である。ブルジョア独裁下の民主主義は少
数者（資本家階級）による多数者（労働者階級）の支配だが、プロレタリアート独裁下の民主主
義は多数者（労働者階級）による少数者（資本家階級）の支配であるから民主主義はより徹底し
ていると主張する。
　プロレタリアート独裁が政治体制としてより徹底した民主主義であるならば、労働者階級
の利益を代弁する政党は当然に幾つも存在して然るべきであるが、20 世紀の社会主義諸国
は、他の労働者政党を暴力的に一掃した共産党の一党独裁となってしまった。プロレタリアー
ト独裁が共産党一党独裁にすり替えられて解釈されてきたのである。さらに共産党内部の権
力闘争に勝った指導者の個人崇拝の色彩も強い。その結果、官僚主義が肥大化し、政治腐敗
が生まれ、縁故や賄賂が幅をきかすようになって「労働に応じた公平な分配」の原則も歪ん
で不正と不公平感が蔓延するようになった。また、政府による中央統制型の計画経済とは、
資源（資財・資金・労働力）の配分を市場の価格調整メカニズムに委ねるのではなく、中央計
画機関が立てた目標と計画に基づいて資源を配分する仕組みのことをいう。その目標はしば
しば政府の希望的観測や過大な期待値が反映し、計画はしばしば政策当局の恣意的な意図が
入り込み、さらに強制力のある指令によって生産現場へ伝達され、「ノルマ」によって達成
が義務付けられた。その結果、過剰生産がある一方、慢性的な「物不足」もあるなど、需給
バランスを欠いた不均衡で非効率な経済活動が続けられてきた。そのほか基本的人権の蹂躙、
強制労働、情報統制、少数民族の弾圧、環境破壊、軍拡化など 20 世紀の社会主義諸国には
陰惨なイメージがつきまとう。
　ソビエト連邦は 1991 年 12 月に崩壊し、現在、社会主義国を標榜する超大国は中国（中華
人民共和国）であるが、その実態は中国共産党が支配する「国家資本主義」に変質してしまっ
ている。1978 年の「改革開放」以来、市場経済化と外資導入を推進してきたが、その目的
の本質は経済成長によって国民の所得を増やし、国民の政治不満を解消することによって共
産党の政治支配を維持することであった。しかし、急速な高度経済成長は貧富の格差を著し
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く拡大させ、近年の経済成長の鈍化は共産党の政治支配の最大の不安定要因となっている。
　ところで、20 世紀の社会主義諸国には共通した背景がある。革命前夜の社会が、高度に
発達した資本主義国ではなく、半封建的な社会であり、多くが列強諸国の植民地であり、労
働力人口の大半が農民の農業国であった。資本主義の発達水準は低く、都市労働者の人口比
率も小さく、その階級形成も未成熟であった。したがって、革命前の国民の大多数は基本的
人権を享受したこともなく、民主主義のルールを体験し、社会的な訓練を受ける機会もなかっ
た。これが革命後、共産党の一党支配と個人崇拝、人権抑圧、情報統制などを容易にし、社
会主義国家の体質であるがごとく認識を定着させてしまった。
　20 世紀の社会主義国家を振り返って検証すると、歴史の偉大な社会的実験ではあったが、
後述するように、社会主義国家の成立の物質的・技術的基盤が形成されておらず、国民の人
権意識も民主主義も成熟しておらず、多分に知識階層のイデオロギーに先導された革命で
あって、生産手段・土地の国有化には成功しても、計画経済の適正かつ持続的な運営は困難
であり、国民に多大な犠牲を強いて失敗することは歴史的必然だったのである。
3 － 2　AI と「理想の社会主義国家」
　日本を代表する人工知能学者の松尾 豊は、AI の普及の先に「社会主義国家が成功する可
能性がある」との見解を示して話題となった。彼はその理由として「これまでの社会主義国
家は、労働に応じて富を分配していた。しかし、集団作業の中では働かずに報酬を得る、い
わゆるフリーライダーが発生したため、労働者の間で不公平感が生じ、国家制度としてはう
まく機能しなかった国が多い。しかし、AI によって『きちんと働いているか』を認識でき
るようになれば、努力に応じて報酬が再分配されるようになる『理想の社会主義国家』が実
現する可能性がある」26）と述べている。つまり、AI によって社会主義国家の要件の一つであ
る「労働に応じた公平な分配」が技術的に可能になることから、「理想の社会主義国家」が
実現する可能性がある、というのである。
　ここでは AI の普及によって仮に「理想の社会主義国家」が実現した場合の様相を検討し
てみよう。前提として汎用 AI が開発・普及する 2045 年頃を想定し、先進資本主義国の最
後の姿を確認したうえで、「理想の社会主義国家」の初期状態を考える。
　第一に、汎用 AI とそれを搭載したロボット（スマートロボット）の普及によって、先進諸
国では労働人口の 5 割から最大 9 割が職を失い、各種社会保障の財源確保ために所得税・相
続税等に高い累進税率が掛かり、消費税も北欧水準を超える税率となって、中産階級は没落
し、今日の富裕層もこの頃には資産の多くを失って没落の危機に直面している。したがって、
この状態を引き継ぐ「理想の社会主義国家」は、ベーシックインカム（BI）が導入されて労
働力人口の 5 割から最大 9 割が「労働から解放」され、有り余る余暇時間を享受している。
つまり、「理想の社会主義国家」では BI が国民の所得分配の基本となり、「労働に応じた公
平な分配」は労働機会の縮小に伴ってもはや第一義的要件ではなくなっている。BI の支給
額水準は、経済の需給バランスと生産性の向上、所得分配の平準化にともなって徐々に引き
上げられることになるだろう。なお、より高度な共産主義社会の分配原則とされる「人々の
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必要に応じた分配」27）は、それが物質・エネルギーの分野であるならば、地球の資源制約・
環境制約が明らかとなった今日では実現困難なスローガンと言える。しかし、未来の人々が
より大きな価値を認める情報分野も含めて考えるならば、情報生産物は指数関数的に無限大
に増大し、情報開示の拡大にともなって誰もが必要に応じて容易にアクセス可能な自由財・
公共財へ転化することによって、このスローガンの目標は達成されることだろう。この頃に
は人々の労働観も変化し、高い教養と科学技術教育のもとで、労働は苦役ではなく、趣味と
実益を兼ねたような自己実現の活動となり、労働時間と余暇時間の境界は消失する。
　第二に、企業は AI やロボット・IoT などの導入で生産性を高めるが、失業等による総需
要の減少で激しい競争にさらされ、また、AI どうしの競争によって、この頃には各市場分
野は少数企業による事実上の寡占又は独占状態になっている。生き残った主要企業では経営
から創業者一族が一掃され、所有と経営の分離がさらに純化して経営者層も一般の給与所得
者となっている。重役会議の影の意思決定者は AI となり、貧富格差の是正から欧米に見る
高額な役員報酬は撤廃されている。企業の主要な株主は機関投資家で、「法人」という仮想
実体が生産手段を所有する「法人資本主義」に純化している。したがって「理想の社会主義
国家」への移行過程は、仮想実体の私的「法人」からの解放過程でもあり、公的機関が法律
に基づき主要企業の株式を接収して公有化しても、経営者や従業員たちが失うものは何もな
い。この頃、「GAFA（グーグル・アップル・フェイスブック・アマゾン）」のような少数の
IT 多国籍企業が世界経済を制覇して各国企業を系列化している。したがって「理想の社会
主義国家」群は世界連邦政府を結成して多国籍企業の株式を接収し、世界連邦政府の管理下
に置くことになるだろう。
　第三に、企業の経営管理から政府の財政・金融政策等に至るまですべて AI によって管理
されるようになっている。さらに「GAFA」などの多国籍企業も地球規模で AI による経営
管理がおこなわれている。特に、AI・IoT・ビックデータ・3D プリンターなどの高度情報
技術によって消費者の個別ニーズの把握や製品・部品単位の遠隔管理が容易になり、オンデ
マンド又はカスタマイズによる少量生産もしくは個別生産が、大量生産並みのコストで可能
になっている。このような状況を引き継ぐ「理想の社会主義国家」では企業・諸産業等の
AI を引き継いで AI ネットワークを形成し、消費者や諸産業からのボトムアップ情報によ
る分散連携型の情報処理に基づく精度の高い計画経済が可能となる。さらに世界連邦政府が
多国籍企業等の AI を引き継いで、国際経済の最適管理を実現するだろう。
　第四に、先進諸国では「ゼロ金利・ゼロ成長・ゼロインフレ」が定着し、開発途上国もア
フリカ諸国を最後に高度経済成長を終えて低成長社会へ移行している。水野和夫は資本主義
終焉後の社会経済体制は不明としながらも、確信をもって「世界経済は定常状態へ推移す
る」28）と述べている。また、広井良典（2015）も社会の実現すべき方向性は「定常型社会（= 持
続可能な福祉社会）」29）であるとしている。定常状態（Stationary State）とは、人的資本と物
的資本が代謝しつつ一定量で長期に継続される状態であり、言い換えれば経済成長ゼロ社会
のことである 30）。定常状態は 18・19 世紀の古典派経済学が、資本利潤率の傾向的低下によっ
ていずれ到達すると予言した経済状態であり、J.S. ミルにとっては望ましいとした経済状態
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である。今日、まさに世界経済は定常状態へ移行しつつあり、古典派経済学の達見には驚か
される。また、ローマ・クラブの『成長の限界』では、幾何級数的な経済成長がもたらす未
来の惨事を避けるために、定常状態（均衡状態）を早期に実現するよう提言している 31）。各国
政府はこの提言を無視し、もっぱら低経済成長状態からの脱出に奔走しているが、徒労に終
わることは必至であり、国の累積債務や貧富格差の拡大、環境悪化等をもたらし、世界経済
の危機をさらに深めるだけである。このような状況を引き継ぐ「理想の社会主義国家」は、「20
世紀の社会主義国家」がめざした経済成長による貧困からの脱出ではなく、成熟した豊かで
穏やかな定常状態の経済社会である。
　第五に、先進諸国では、この頃には地下資源よりも循環資源の利用の方が生産費用を低減
できるようになって資源の循環的利用率は向上し、エネルギー構成における再生可能エネル
ギーの比率は平均 50％を超えている。これを引き継ぐ「理想の社会主義国家」は、再生可
能エネルギーの大規模利用による循環型社会を確立するだろう。また、リサイクル・システ
ムの定着や各種税負担の増加などによって人々の所有意識は徐々に変わり、モノの価値は製
品それ自体の所有よりもその機能・サービスの享受へと移り、大型家電・自動車等の耐久消
費財から土地・家屋の不動産に至るまで、所有よりもリース・レンタル・シェアリングが広
く普及するようになる。このような状況を引き継ぐ「理想の社会主義国家」では全体として
公的機関を所有者とする「リース・レンタル社会」となるだろう。
　第六に、先進諸国では議会制民主主義が定着し、基本的人権も浸透していることから、「理
想の社会主義国家」では「20 世紀社会主義国家」のような人権抑圧や情報統制などはなく、
むしろ人権拡大や情報自由化等が人々の相互理解と統合、民主主義と国家の安定の必要条件
となっている。また、資本主義社会の末期には、AI による労働代替によって労働力人口の
5 割から最大 9 割が職を失って国民の大半が無産者階級（プロレタリアート）になっており、
資本利潤率が平均 2％以下に低下して資本主義的経営も破綻し、私的蓄財の大きさが社会的
成功の証となる考えはもはや時代錯誤となっていることから、「理想の社会主義国家」では、
もはや死語となっている「プロレタリアート独裁」のスローガンをあえて掲げるまでもない。
要するに、「理想の社会主義国家」が誕生するような 2045 年頃の社会的経済的状況はどのよ
うな政党が政権を担っても資本主義を復権させるような政策は現実性を失っており、社会主
義的政策を採らざるを得ないのである。
　以上のように、2045 年頃に誕生する「理想の社会主義国家」の初期状態は、「20 世紀の社
会主義国家」とは異なって、高度に発達した先進資本主義国から移行するものであり、当然
のことながら民主主義と基本的人権、政党活動の自由等は保障され、国民の大多数は AI に
よる労働代替によって労働から解放され、BI（ベーシックインカム）が国民の所得分配の基
本原則となっている。独占又は寡占状態にある大企業を対象に生産手段の公有化が実施され、
ボトムアップ型の AI ネットワークによる精度の高い計画経済が行われている。さらに再生
可能エネルギーの大規模利用による環境調和型の資源循環型社会が確立され、経済社会の目
標は過度な競争を不要とする経済成長ゼロの豊かで穏やかな「定常世界」である。
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おわりに
　かつてレーニンは、誕生したソビエト政権を維持するために、ロシアの生産力を西欧並み
の水準に高める必要があることから、「共産主義とはソヴェト権力プラス全国の電化であ
る。」32）というテーゼを好んだ。しかし、歴史的結果から見ると、このテーゼには誤謬があっ
たと言わざるを得ない。レーニンの時代には「電化」は革新的な技術であり、電化こそが社
会主義社会の物資的・技術的基盤であると考えることは無理からぬことであったが、「電化」
だけでは社会主義社会の要諦である持続可能な計画経済を成功させることはできなかった。
社会主義社会の物資的・技術的基盤は AI（人工知能）である。AI でしか社会主義社会の計画
経済を最適かつ持続的に運営することはできない。レーニンの「電化」はエネルギ （ー初期
通信技術を含む）レベルであるが、計画経済に必要な技術は高度な情報処理レベルであり、
AI 技術なのである。
　なお、シンギュラリティ以後の AI を人類の統制下に置くためにも、個別資本による管理
から社会的管理下に置く必要がある。つまり、真正社会主義国家や世界連邦政府から付託さ
れた民主的な第三者機関の管理と監視下に置き、AI に社会の法規範や倫理・生命への尊厳
を第一義的に教育する必要がある。
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